
各 位

連結子会社への

当社は、平成 29 年３月 23 日開催の取締役会において、当社東京支社にて取り扱っておりました消音事業を連結子会社

である株式会社ササクラ・アルク・エーイーに譲渡することを決議いたしましたので、お知らせします。

１． 事業譲渡の理由

当社は平成 28 年 10 月１日付けで株式会社ササクラ・アルク・エーイー（旧社名：

グ）の株式を取得し連結子会社と致しましたが、両社の消音事業をさらに強化し、事業拡大を図るため、首都圏を中心と

して事業を進めてまいりました当社東京支社

本事業譲渡により、市場ニーズに即した効率的で価値の高い製品開発、ものづくり体制の最適化、効率化を図ってまい

ります。

２． 事業譲渡の概要

（１）譲渡部門の内容

当社東京支社取扱いの消音事業

注１：当社大阪本社で取り扱っております消音事業は

事業譲渡の対象外であります。

注２：放射空調システム事業は事業譲渡の対象外であります。

（２）東京支社消音事業の経営成績

売上高

（３）譲渡する予定の資産、価額

譲渡する資産および価額は、譲渡対象事業に関する譲渡資産・負債の帳簿価額

なお、決済方法につきましては当事者間で協議のうえ決定いたします。
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連結子会社への一部事業譲渡に関するお知らせ

開催の取締役会において、当社東京支社にて取り扱っておりました消音事業を連結子会社

である株式会社ササクラ・アルク・エーイーに譲渡することを決議いたしましたので、お知らせします。

記

付けで株式会社ササクラ・アルク・エーイー（旧社名：株式会社アルク環境エンジニアリン

グ）の株式を取得し連結子会社と致しましたが、両社の消音事業をさらに強化し、事業拡大を図るため、首都圏を中心と

して事業を進めてまいりました当社東京支社にて取り扱っております消音事業を事業譲渡するものです。

本事業譲渡により、市場ニーズに即した効率的で価値の高い製品開発、ものづくり体制の最適化、効率化を図ってまい

当社東京支社取扱いの消音事業

注１：当社大阪本社で取り扱っております消音事業は、従来通り大阪本社にて取扱いますので、

事業譲渡の対象外であります。

システム事業は事業譲渡の対象外であります。

消音事業の経営成績

東京支社消音事業

（a）

平成 28 年 3月期

連結実績（b）

比率（％）

（a）

322 百万円 12,932 百万円

（３）譲渡する予定の資産、価額および決済方法

および価額は、譲渡対象事業に関する譲渡資産・負債の帳簿価額を基礎と致します。

なお、決済方法につきましては当事者間で協議のうえ決定いたします。
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代表取締役社長 笹 倉 敏 彦
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開催の取締役会において、当社東京支社にて取り扱っておりました消音事業を連結子会社

である株式会社ササクラ・アルク・エーイーに譲渡することを決議いたしましたので、お知らせします。

株式会社アルク環境エンジニアリン

グ）の株式を取得し連結子会社と致しましたが、両社の消音事業をさらに強化し、事業拡大を図るため、首都圏を中心と

消音事業を事業譲渡するものです。

本事業譲渡により、市場ニーズに即した効率的で価値の高い製品開発、ものづくり体制の最適化、効率化を図ってまい

従来通り大阪本社にて取扱いますので、

比率（％）

）/（b）x 100

2.49％

を基礎と致します。
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３． 相手先の概要

名称
株式会社ササクラ・アルク・エーイー

（旧社名：株式会社アルク環境エンジニアリング）

所在地 東京都千代田区神田錦町三丁目 19 番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山上欣二

事業内容 騒音防止装置・空調用消音装置の設計、製造、販売、施工

資本金 80,000 千円

設立年月日 平成 17 年 10 月 3日

大株主および持株比率
株式会社ササクラ 50%

アルク産業株式会社 50%

当社と当該会社の関係

資本関係 当社は当該会社が発行する普通株式 1,700 株を保有して

おります。

人的関係 当社の取締役 2 名及び従業員 1 名が当該会社の取締役に

就任しております。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該当状況

当該会社は当社の連結子会社であり、関連当事者に該当

いたします。

４． 日程

取締役会決議日 平成 29 年 3月 23 日

契約締結日 平成 29 年 4月 1日（予定）

事業譲渡日 平成 29 年 4月 1日（予定）

５． 今後の見通し

今回の事業譲渡については、当社連結子会社への譲渡であり、連結業績への影響は軽微であると予想されますが、影響

が大きいと判断される場合は、判明次第速やかにお知らせいたします。

以上


